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東御市行政改革実施状況報告書 
 
Ⅰ 新しい協働体制の創出 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ １ 民間活力の活用 ～進行状況一覧～ 
 
（１）民間委託の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①事務事業のスクラ

ップ&ビルドの推進 

総務課 平成１９年度に引き続き平成２０年度予算
についても経常経費の物件費について前年
度対比３％の削減の枠配分を実施。 

平成20度の当初予算編成時に8事業を廃止、
11事業を縮小、1事業の見直しを行う。（別
紙 1） 

 

実 施 

②事業仕分け等導

入の検討 

企画課 政策方針管理制度が定着するよう、本年度の
実施計画から進捗状況の管理も行っている。 

 

 継 続 

③市民団体、ＮＰＯ

等への支援体制づく

りの検討 

〃 １９年１２月末にまちづくり指針を決定し、
全庁的に取り組めるよう体制を整えていく。 

 

継 続 

④民間委託の検討 建設課 担当部課において個別事項ごとに現状と課
題について整理し、実施できるものから計画
を具体化していく。 

 

検 討 

 
（別紙 1）１９年度検討し２０年度予算で廃止・縮小した事業 

款名 項   目 
廃止・ 

縮小 
H20 H19 差引額 

議会費 
市議会議員報酬・手当 

Ｈ20.11改選定数減 
縮小 100,861 102,644 △1,783 

総務費 職員健康管理特別事業委託 廃止 0 3,010 △3,010 

ビデオクラブ補助金 廃止 0 90 △ 90 

法人会東御支部補助金 廃止 0 50 △ 50 

戸籍情報システムリース料 縮小 7,645 8,694 △1,049 

 

 

 

 

 

  ＩＳＯ１４００１推進事業 縮小 417 1,143 △726 
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民生費 健康老人表彰事業 廃止 0 1,415 △ 1,415 

  低所得老人医療扶助費 縮小 5,000 9,520 △ 4,520 

  独居老人医療扶助費 縮小 300 600 △ 300 

  重度心身障害者介護慰労金 縮小 1,450 2,700 △ 1,250 

  要介護者家庭介護者慰労金 縮小 12,000 16,500 △ 4,500 

  
介護保険訪問介護割増分助

成事業 
廃止 0 100 △ 100 

  
部落解放同盟東御市協議会

補助金 
縮小 5,230 5,505 △ 275 

衛生費 検診事業 縮小 26,381 43,994 △ 17,613 

  
みまき福祉会施設使用料負

担金 
廃止 0 5,109 △ 5,109 

憩いの家管理運営費 縮小 5,809 9,801 △ 3,992 農林水産業

費 生活改善グループ補助金 廃止 0 17 △ 17 

消防費 

 
消防団報酬(定数減) 縮小 17,244 18,219 △ 975 

教育費 学校交際費 廃止 0 140 △ 140 

  英語指導助手招請事業 見直し 1,850 4,043 △ 2,193 

合      計 184,187 233,294 △49,107 
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（２）コンピュータ基幹業務の管理・運用の民間委託の検討 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①基幹業務システム

再構築 

総務課 平成２２年当初に基幹業務を自主電算から民

間委託に移行するため計画的に進める。 

 

方針決定 

②民間委託の推進 〃 民間委託による再構築について職員の意識改

革を行う。 

パソコンシステムについては、平成19年度財務

会計・平成20年度庁内ＬＡＮの更新を順次行

う。その後、平成２２年当初に基幹業務の民間

委託が移行できるよう準備を進める。 

 

 

方針決定 

 
（３）  学校給食調理等業務の民間委託の推進（給食センターの見直し） 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①自校・センター方

式の統一の検討 

教育課 県内各市の状況や食育基本法の考えも踏まえ

検討を続ける。 

 

 継 続 

②学校給食業務の

民間委託の検討 

〃 施設整備の状況などを踏まえ、幅広く意見を集

約していく。 

 

継 続 

  

 
（４） 指定管理者制度を含む公共的施設運営の見直しの推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①公共的施設の運

営の見直し 

 

生 涯 学 習

課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育施設・文化施設については指定管理の方
法や維持管理、住民サービスなどを幅広く検
討する中で、直ちに２０年４月からの指定管
理者への移行は難しい。このため、各施設ご
とに課題等の整理を行い実績等の検証をす
る中で、再度指定管理者としての協議を行
う。 

体育施設・・・体育協会内にＮＰＯ法人設立
準備委員会、指定管理者制度検討委員会の設
置が計画される予定のため、指定管理の条件
や活動実績、組織強化及びＮＰＯ法人の取得
の状況を見て再度協議をする。 各種スポー
ツ事業、スポーツ教室など業務を主体的に体
育協会が運営できるよう人的な支援も含め
て今後検討していく。 

文化施設・・・文化会館については、会館の
維持管理や清掃は当面現状の委託管理とし

 

 

 

 

方針決定 
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農政課 

 

 

子 育 て 支

援課 

て進める。自主文化事業の企画運営及び舞台
操作、照明などの委託している事業について
はノウハウもあり、すでに活動しているＮＰ
Ｏ法人Ｊｓ文化フォーラムに２０年４月か
ら業務委託をし、活動状況を見る。会館全体
の指定管理については、実績等を検証し再度
協議する。 

 

幹事会での議論を踏まえ、サンファーム・憩
いの家とも課題の整理を行い、引き続き担当
課で具体案を検討する。 

 

保育所あり方検討懇話会（１５人）を本年１
０月に立ち上げ、幅広い保育サービスめざし
て平成２０年９月までに提言いただくよう
議論を開始した。 

 

方針決定 

 

 

 

 

 

 

検 討 

 

 

 

継 続 

 
（５）新規大規模施設建設時におけるＰＦＩ手法の検討 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①ＰＦＩ実施方針の検

討 

企画課 当市で取り組めるかの調査、研究を今後も行

う。 

 

研究調査 

②ＰＦＩ選定基準の検

討 

〃 実施方針を検討中のため、未定 

 

〃 

③ＰＦＩ監視方法等の

検討 

〃          〃 

 

〃 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ２ 公営企業及び第 3 セクターの経営健全化の推進 
                         ～進行状況～ 

（６）  病院事業の経営健全化の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①健全化計画の実

施 

市民病院 １、健全計画の実施 
・常勤医師 2 名確保 

１９年 8 月及び 10 月に内科医師各 1 名

が常勤医師として勤務ただき、医療体制の

充実ができた。 
安定した病院経営に向けて取り組んで

いる。 

 
 
 実 施 
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・経費の見直し 
待機手当の廃止 
平日の待機手当の必要性について検討 

各部署での実績をまとめ、平日の待機手当

を H２０・１から廃止することを決定し

た。 
委託業務（清掃、医事、給食、医療機器保

守委託業務）の見直し 
委託業務の実施内容を全部署で検討し、

縮小、改善等の意見をとりまとめている。 
平成 20 年度契約（契約準備行為）から

個々の契約内容を見直していく。 
・職員の意識改革 
  月 1 回の代表者会議で毎月の患者、 
経営状況を示し、職員間での情報の共 
有化を進め、職員のコスト意識を高め 
るよう改善を進めている。 

・病院改革プランの策定 
公立病院改革ガイドライン（案）が総務

省から提示され、平成 20 年度に病院改革

プランを策定していく。 
次の項目を中心に検討していく。 
① 市民病院の果たすべき役割 
② 経営の効率化 
③ 再編、ネットワーク化 
④ 経営形態の見直し等 

 
 実 施 
 
 
 
 
 検 討 
 
 
 
 
 
 実 施 
 
 
 
 
 検 討 

②診療科目の見直し 〃 ２、診療科目の見直し 
 ・リハビリテーション科の充実 
  内科医師採用に伴い、19 年 12 月１日か 

らリハビリテーションの施設認定基準 
を「運動器Ⅱ」から「運動器Ⅰ」に引き 
上げを実施。内科、外科、小児科、整形 
のリハビリ連携を充実させ、診療単価ア 
ップにつなげている。 

 ・常勤医師確保に伴い、パート医師の見直

しを進めていく。 

 
実 施 

 
 
 
 
 
 
  
検 討 
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③小児医療体制の

整備充実 

〃 ３、小児医療体制の整備充実 
 ・小児科医療については市民からも高く評

価されている。 
  現在 1 名の医師で対応しているが、小児

科医療の充実については、住民からの要

望が多い。住民が安心して診療を受けら

れるよう引き続き小児科医師確保を進

めていく。 
 

 
 検 討 

 

（７） 水道事業の経営健全化の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①経営改善計画の

策定 

上下水道

課 

経営改善計画（財政健全化計画）を策定し、
起債の借り換えを行う。 

水道ビジョンに基づく中期経営計画の策定
を進めている。 

 

方針決定 

②事務事業の簡素・

効率化 

〃 19年度中に事務事業の洗い出しを行い、委

託範囲の検討を進める。 

 

方針決定 

③定員の適正化、人

事管理制度の見直し

〃 組織プロジェクトで組織の見直しを行う。  

方針決定 

④市民サービスの向

上 

〃 法適化にむけ、共通事項の一本化を進める。  

方針決定 

 
(8) 下水道事業の公営企業への移行の推進 
取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

① 下水道全般の見

直し 

 

上下水道

課 

上・下水道の公営企業化により業務の効率化と業務

の見直しを更に進める。 

方針決定 

②公営企業法の適

用 

〃 平成２０年４月より公営企業法の全部適用に向

け、水道事業と一緒に移行を進める。また、パ

ソコンシステムによる電算システムの外部

委託を前倒しで進める。 

 

方針決定 

 

(9) 温泉施設（振興公社）の見直し 
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取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①外部監査制度の

導入 

企画課   

検討終了 

②温泉施設活用方

針の策定 

〃 コンサルタント（長野経済研究所）に委託し、各

施設の現状を把握しコンセプト等を含めた「施

設のあり方」の方向性を検討する。 

 

検 討 

③振興公社の統合 〃   

協議終了 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ３ 外郭団体等の運営の見直し  ～進行状況～ 
 

(10) 土地開発公社の自主的運営に向けた取組（経営改善） 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①自立的運営の推

進 

土地公社 引き続きプロジェクトチームで中長期的な
計画を作成していく。 

検 討 

②経営状況や事業

内容等の公表 

〃 検討中 検 討 

③事務事業評価シス

テムの活用 

〃 検討中 検 討 

 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ ４ 市民参画・市民との協働体制の確立 

  ～進行状況～ 
 

(11) 審議会等の運営方針の策定 
取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①審議会等の運営

方針策定 

総務課 基本方針の素案を基に審議会等委員の選考

及び構成に関する基本指針を本年度中に作

成できるよう検討をしている。 

 

 検 討 

 
(12) 市民との協働体制の確立 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況
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①市民との協働体制

の確立 

企画課 まちづくりの指針を１９年１２月に作成し
たので、市民協働のまちづくりを今後も積極
的に推進する。 

 

継 続 

 

（13） 広報、ホームページ等広報機能の充実  
取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①ホームページ上で

の行政情報の提供の

充実 

企画課 本年度から各課にﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ担当者を設置。ま

た、操作研修会を行い各課からの情報発信を

積極的に進める。 

 

継 続 

 
(14) 映像情報等広報機能の充実 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①ケーブルテレビ網

の整備 

企画課 映像情報の提供を適切に行い、地域でのケー
ブルテレビの役割を進める。 

 

ＣＡＴＶの運営形態については、アナログ放
送の終了問題との関連も含めて今後も検討
していく。 

 継 続 

 

 

 検 討 

②映像情報の整備・

充実 

〃 引き続き啓発を進める。 

 

業者が決定したので、現在システムの構築・
配信システムの絞込みを行っており、配信試
験を経て２０年３月から配信できるよう準
備を進めている。 

 継 続 

 

方針決定 

 
(15) 広聴機能の充実 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①市民モニター制度

の検討 

企画課 [私の一言]を実施。 

市民モニター制度等について更に検討を進め

る。 

 継 続 

 検 討 

②市民アンケート制

度の検討 

〃 各事業ごとに必要に応じて実施。  

 継 続 

③パブリックコメント

手続きの制度化の検

討 

〃 パブリックコメント制度の要綱を作成し、１９年９

月１日から実施している。 

１１月現在２件を実施している。 

方針決定 
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(16) わかりやすい公文書の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①わかりやすい公文

書作成指針策定 

総務課 「文書等の表現の手引き（仮称）」を年度内に作

成できるよう検討を進めている。 

 検 討 

 

(17) 地域コミュニティ組織(自治会)の活性化・利便性の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①自治会(区)の統

合・再編の推進 

総務課 

 

 

 

 

消 防 防 災

課 

 

 

企画課 

投票区の再編について地区区長会・各区への
説明会を実施。１９年１２月上旬までに４１
投票区を２７投票区に再編できるよう地区
区長会及び自治推進委員会との協議を行っ
た。１２月３日の選挙管理委員会でこの方針
を決定し、平成２０年度の東御市長選挙から
実施する。 

消防団の定数の見直しについては、平成１９
年９月議会において、定数８６５人を８００
人に改正する議案が可決され１９年１０月
１日から施行された。 

 

自治会の再編については、地域の問題として
今後も投げかけていく。 

 

方針決定 

 

 

 

 

方針決定 

 

 

継 続 

 

 

＜＜集中改革プラン＞＞ ５ 男女共同参画による市づくりの推進 
  ～進行状況～ 

 

(18) 男女共同参画体制の確立 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①男女共同参画諸

施策の推進 

生涯学習

課 

男女共同参画づくりに向け、講演会の開催や
企業訪問などを行い啓発活動を実施した。 

 

継 続 

②男女共同参画条

例化の検討 

〃 条例策定懇話会でたたき台を検討中である。
今後地区懇談会を開催し、意見集約をした中
で原案を作成していきたい。 

 

検 討 

 
 
Ⅱ スリムで迅速・的確な対応のできる組織の確立 
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＜＜集中改革プラン＞＞ １ トップマネジメントの強化   ～進行状況～ 
 
(19) 庁議等の効果的な運営 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①庁議の効果的な運

営の推進 

総務課 庁議は、市としての政策決定をする大事な機関

であるので庁議のあり方・回数等について検討

を進めていく。 

 

 検 討  

 
(20) 市政アドバイザー制度の創設 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①市政アドバイザー

の設置 

総務課 市政アドバイザー制度の検討を行う。  検 討 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ２ 行政を評価する仕組みづくり ～進行状況～ 
 

(21) 行政評価システムの導入（PDCA サイクルの確立） 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①行政評価システム

の導入 

企画課 平成１９年度から政策方針の中間報告を行
い、実施計画等に反映できるようにした。ま
た、来年度の予算編成や重点施策に反映でき
る制度として進めている。 

 

 継 続 

②事務執行における

チェック機能の強化 

〃 市長方針・部長方針など職員が共有し、事務
執行のチェック機能が持てるようにした。 

  

 継 続 

③仕事の改革運動の

全庁的展開 

〃 ＰＤＣＡサイクルの確立により、職員の意識
改革を進める。 

 継 続 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ３ 職員の意識改革と職場の活性化 ～進行状況～ 

 

(22) 人材育成計画の策定 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①人材育成計画の

策定 

総務課 人材育成計画作成に向け、職員のアンケート

を実施。19年度中の策定を目指す。 

 検 討 
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(23) 人事評価システム（目標管理制度）の見直し 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①人事評価システム

の再構築 

総務課 国でも給与構造改革を進めている中で、国・県

などの動向を見据え、新たな仕組みづくりと現

行制度との整合を行う必要があるため、２０年度

中の構築を目指す。 

 

 検 討 

 

 

②人事考課制度の

再構築 

〃 〃 

 

 検 討 

③庁内公募制度の

導入検討 

〃 職場の活性化を図るため、制度の活用を勧め

る。 

  実 施 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ４ 簡素で効率的な組織体制の確立 ～進行状況～ 
 

(24) 市民サービス向上と効率性が共存する組織づくり 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①組織体制の見直し 総務課 組織プロジェクトで全体の組織体制の検討を行

う。 

２０年４月から組織の一部再編を行う。 

継 続 

 

方針決定 

②総合支所の空スペ

ースの有効活用の検

討 

総合支所 総合支所の１階空きスペースの活用について

は、佐久あさま農協からの借用申し込みを受け

入れ、２０年４月から有料で貸付をする。総合支

所２・３階の活用と福祉センターについては、今

後の利活用もあるので企画課が窓口となり、プ

ロジェクトチームをつくり検討していく。 

 

 

 

方針決定 

 

(25) 多様な人材育成 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①民間人の中途採

用の検討 

総務課 職員採用計画により、平成２０年度採用の年齢

枠を拡大した。 

今後は社会人枠の検討をする必要がある。 

実 施 

 

検 討 

②女性職の積極的な

活用･登用 

〃 継続的に実施する。 

 

 継 続 
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Ⅲ 定員適正化及び給与の適正化の推進 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ １ 定員適正化の推進 ～進行状況～ 
 

(26) 定員適正化の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①定員適正化計画

の策定 

総務課 早期退職を促した。今後も継続的に実施する。   実 施 

②定員適正化の推

進 

〃 目標達成に向け継続実施する。  継 続 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ２ 給与の適正化の推進 ～進行状況～ 

 

(27) 給与の適正化の推進／時間外勤務の縮減 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①給与（特別職含

む。）・各種手当の見

直し 

総務課 特殊勤務手当等給与の適正化に向け、見直し
を検討している。 

検 討 

②時間外勤務の縮

減 

〃 業務管理の徹底と職員の流動体制の活用を進

めている。 

 

フレックスタイム制度など幅広く検討する必要が

ある。 

 実 施 

 

 

 検 討 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ３ 福利厚生事業の見直し ～進行状況～ 
 

(28) 福利厚生事業の見直し 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①福利厚生事業の

見直し 

総務課 公費と個人の負担割合を1対1にした。 

特定検診・特定保健指導・メンタルヘルス対策

等新たな職員の厚生事業及び相談事業を来年

度実施に向け検討をしていく。 

 

 検 討 
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②実施状況等の公

表 

〃 どのような公表ができるか検討をしている。  検 討 

 
Ⅳ 便利でわかりやすいサービスの提供 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ １ 電子自治体の構築 ～進行状況～ 
 

(29) 各種業務の電子化の推進 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①電子申請・届出の

システムの構築・運

用等電子化の推進 

企画課 電子申請･届出ｼｽﾃﾑが１９年１０月１日から

稼動を開始した。今後も内容の充実を図る。 

電子入札については、ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの検討状

況を見て方針を決定していく。 

 実 施 

 

 

 検 討 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ２ 窓口改善・サービス向上の推進 ～進行状況～ 
 

 (30) 公共料金納付窓口の拡大 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①納付窓口拡大の

検討 

会計・税務

上下水道

課 

平成２０年４月の公営企業の全適に合わせ、コ

ンビ二収納を上下水道料金から実施できる

よう準備を進める。 

コンビ二収納については、バーコード印刷等

システム改修等の課題、手数料の検討も合わ

せて行う。 

クレジット収納については、市民病院で早急

に実施できるよう取り組みを開始する。(年

度内を目安に) 

税等については手数料の問題、未収対策など

総合的に検討していく必要がある。 

 

方針決定 

 

 

 

 

 

方針決定 

 

 

検 討 
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(31) 窓口サービスの向上 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①住民窓口のバリア

フリー化の拡充 

市民課 住民窓口は複数あることから、案内板の設置や

バリアフリー化など企画課で関係課との調整を

行っている。 

 

 検 討 

 
＜＜集中改革プラン＞＞ ３ 情報公開・情報提供の推進と透明性の向上    

～進行状況～ 
 

(32) 企業会計手法による財務分析の導入及び情報の提供 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①バランスシートの作

成・公表 

総務課 平成１８年度決算はバランスシート・行政コスト

計算書の作成を行った。 

19年度分から公表できるよう検討を進めていく。 

 実 施 

      

検 討 

②行政コスト計算書

の作成・公表 

〃  

         〃 

 

  〃 

③財政状況の公表 〃 財政状況の公表については、毎年広報及びホ

ームページで行っている。 

公会計制度の改善に伴い貸借対照表・資金収

支計算書・純資産変動計算書など連結決算に

向けて準備を進める必要がある。 

 実 施 

      

       

 検 討 

 
(33) 入札･契約制度の改革 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①入札制度の改善 総務課 平成２０年４月より１，０００万円以上の建設工事

について、制限付き事後審査型一般競争入札

の試行を計画している。 

 

 検 討 

②電子入札の導入 〃 長野県でのワーキンググループの検討状況

を見ながら市としての方針を検討する。 

 

 検 討 
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＜＜集中改革プラン＞＞  監視機能の向上    ～進行状況～ 
 

(34) 外部監査制度の導入の調査・研究 
取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①外部監査制度の

導入の調査・研究 

監 査 監査事務局体制の整備は必要である。 

当面内部監査を充実し、組織等については組

織プロジェクトで検討を行う。 

 

収入役制度が廃止される中で、チック機能とし

ての監査体制を整える。 

 

内部監査のあり方についても、幅広く監査がで

きるよう監査事務局の専任化についても検討を

進める。 

 

 検 討 

 

 

 

 検 討 

 

 

 検 討 

 
Ⅴ 自主性・自律性の高い財政運営の確保 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ １ 財政健全化に向けた基本的考え方 

 ～進行状況～ 
(35) 収入の確保・受益者負担の見直し 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

① 市有財産の有効

活用 

総務課 本年度は、市で保管している土地管理システ
ムと法務局の台帳との突合を行っている。 

未利用地の把握をした後、財産の有効活用や
処分の検討を行っていく。 

  

 継 続 

 

検 討 

②広告料収入の検

討 

〃 本年７月から広報の有料広告を実施してい
る。 

平成２０年度には、市の管理する封筒の広告
について検討を進める。 

 実 施 

 

 検 討 

③受益者負担(各種

施設使用料）の見直

し 

〃 平成 20 年度予算に反映できるよう、見直し
を検討している。 

 検 討 
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(36) 予算編成手法の見直し 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①予算編成手法の

見直し 

総務課 平成２０年度予算編成で歳出の経常経費の

物件費について前年度対比３％減の枠配分

方式を示達した。 

 実 施 

 

(37) 補助金等の見直し 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①補助金等の見直し 総務課 平成１９年度中に見直し基準を作成し、平成21

年度までに見直しを進めていく。 

 検 討 

 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ ２ 財政健全化目標数値の設定 

 ～進行状況～ 
(38) 中長期財政計画の策定 

取組み項目 担当課 １９年度取組み内容 19 年度末

進行状況

①中長期財政計画

の策定 

総務課 平成２０年度以降の財政計画を策定した。  実 施 
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定員適正化計画の取り組み状況 
 
＜＜集中改革プラン＞＞ １ 定員適正化計画      ～進行状況～ 
 
① 職員数の状況 
部   門 （H17・4・1 現在） （H18・4・1 現在） （H19・4・1 現在） 

一般行政部門 ２２１ ２２３ ２１２

特別行政部門 ３６ ３４ ３３

企業会計等部門 ８１ ８１ ８２

    計 ３３８ ３３８ ３２７

                    （特別行政部門は教育長を含む。） 
 
② 県内の他市と比較した職員数 
                （職員数は教育長を除き、病院職員含む。） 

職員数 総人口（登録人口） 住民 1,000 人当たり職員数 市町村名 

（H１９．４．１現在） H１８・４・１ H１９・４・１

長 野 市 ２，８１５ ３８１，９０３ ６．６０ ７．３７

松 本 市 １，７４１ ２２８，１９０ ７．５９ ７．６２

上 田 市 １，２９２ １６１，４７９ ８．９９ ８．００

岡 谷 市 ９６２ ５４，２２８ １７．９２ １７．７３

飯 田 市 １，３９９ １０６，９９３ １３．１６ １３．０７

諏 訪 市 ４７３ ５１，９４６ ９．１６ ９．１０

須 坂 市 ５１４ ５３，４４２ ９．６６ ９．６１

小 諸 市 ３７５ ４４，３９４ ８．４９ ８．４４

伊 那 市 ７８３ ７４，１７８ １０．７０ １０．５５

駒ヶ根 市 ３０５ ３４，１５１ ９．０４ ８．９３

中 野 市 ４６３ ４８，１５１ ９．７４ ９．６１

大 町 市 ６０５ ３１，３８６ １９．１６ １９．２７

飯 山 市 ２６３ ２５，２０６ １０．４１ １０．４３

茅 野 市 ５１６ ５５，８０８ ９．５６ ９．２４

塩 尻 市 ５６９ ６６，８１１ ８．０９ ８．５１

佐 久 市 １，１８５ ９９，８１５ １１．９５ １１．８７

千 曲 市 ４８６ ６３，８３６ ７．７７ ７．６１

東 御 市 ３２６ ３２，０５０ １０．４６ １０．１７

安曇野 市 ８０３ ９９，２１８ ８．２８ ８．０９
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③ 給与水準の状況 
   
 県内の他市と比較した給与水準（ラスパイレス指数） 
 

市町村名 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 1９年度 
長 野 市 ９８．６ ９９．８ １０１．１

松 本 市 ９７．３ ９７．９ ９７．８

上 田 市 一 ９６．４ ９６．５

岡 谷 市 ９５．６ ９４．７ ９５．８

飯 田 市 ９８．３ ９７．７ ９７．３

諏 訪 市 ９６．８ ９５．９ ９５．８

須 坂 市 ９６．９ ９６．１ ９６．３

小 諸 市 ９７．５ ９７．５ ９７．４

伊 那 市 一 ９６．９ ９７．２

駒ヶ根 市 ９７．６ ９７．４ ９８．６

中 野 市 ９５．２ ９２．１ ９６．０

大 町 市 ９５．４ ９５．２ ９５．８

飯 山 市 ９１．４ ９４．３ ９５．１

茅 野 市 ９３．８ ９４．４ ９４．６

塩 尻 市 ９６．４ ９６．４ ９６．７

佐 久 市 ９５．７ ９５．７ ９６．０

千 曲 市 ９６．３ ９６．５ ９６．５

東 御 市 ９６．９ ９６．０ ９５．６

安曇野 市 一 ９５．５ ９５．８

 


